	建築一式工事業


業界は受注不振の状況の中、価格競争が激化している。加えて構造的な要因により、大手中小とも、中長期的に受注及び業績が回復する目処はたっていない。

こうした状況に対して、業績の回復に向け、①改修や改築工事の開拓、②環境など成長分野の視点を付加した建築物の開発、③異分野・異業種への参入などに取り組む企業がある。企業と業界団体は、経費削減に加え、国や自治体の関連諸施策の動向を踏まえ、家庭や事業所などに対して、建築物の新たな価値の提案を行うなどの取り組みに努めている。
業界の概要
建築一式工事業は、建設業（総合工事業、職別工事業、設備工事業）のうち、主に、総合工事業に含まれる「一般土木建築工事業」、「建築工事業（木造建築工事業を除く）」、「木造建築工事業」、「建築リフォーム工事業」に該当する（日本標準産業分類）。本稿では、主にこの4業種についてみていく。
建築一式工事業者は、政令で定める軽微な工事（工事1件の請負代金が1,500万円未満の工事または延べ面積が150㎡未満の木造住宅工事）のみを請け負う場合を除き、建設業法に基づく許可を受ける必要がある。許可は5年更新制で、その種類には①工事の種類別（28業種）、②国土交通大臣及び都道府県知事別（営業所の設置場所による区分）、③特定建設業及び一般建設業別（下請契約金額の規模による区分）の3つがある。工事の種類別の許可で最も多いのが建築工事業である。
建築一式工事は、構造別では①木構造、②鉄筋コンクリート構造、③鋼構造（軽量鉄骨、重量鉄骨）、④鉄骨鉄筋コンクリート造に分類でき、用途別では①居住用、②非居住用に分類できる。
建築工事は、一般的に元請が発注者から工事を総合的に受注し、更に、専門工事業者などの下請（2次下請、3次下請等）と契約を結ぶ重層的な取引に基づいて施工される。しかし近年は、受注件数が減少していることもあり、下請に工事を発注せず、元請が直接施工するケースもみられる。また、住宅等の改修・改築工事などの増加に伴い、小規模専門工事業者が、発注者から直接受注し施工するケースも増えており、取引構造が単層化する傾向がみられる。
　業界の第一の特徴は、市場規模が大きい点である。平成22年度の建設投資（建築投資＋土木投資）の見通しは、40兆7千億円（名目値）、対GDP比は8.6％となる見通しで、そのうち61％が建築投資である。第二の特徴は、事業者が遵守すべき様々な関係法令がある点である。関係法令には、建設業法、建築基準法、建築士法、建設リサイクル法、品質確保法（住宅、公共工事）のほか、入札契約適正化法や元請下請関係の適正化に関する法令や要綱などがある。法令の目的は、過当競争の回避、工事の質の担保、受発注者間の対等な契約関係の確保、環境への対応などである。
大阪の地位
全国の建築工事事業者数は184,849（2010年3月末現在）で、建設業許可業者全体の36％を占める。これを資本金規模別にみると、個人が26.3%、3億円未満の法人が72.8％、3億円以上の法人が0.9％であり、中小企業の割合が高い。大阪府内の事業者数は14,992（国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」）で、『事業所・企業統計』から事業所数と従業者数の推移をみると、いずれも平成3年から8年にかけて増加したが、その後は、異業種からの参入もある建築リフォーム工事業を除いて減少している。
受注及び業績は厳しい
建築一式工事に対する需要は、公共工事、民間設備投資、民間住宅着工のいずれにおいても、長期的な景気後退の影響を受けて減少している。さらに、受注競争の激化に伴う価格の低下が進み、業界各社の業績は悪化している。また、デベロッパー（大規模開発を行う不動産業者）の倒産の影響が、取引関係を通じて業界に波及する、負の連鎖もみられる。
需要動向をみると、平成20年度の大阪府における建築工事費（出来高ベース）は、前年度実績を若干上回る2兆32億円（対全国比7.1％）であったが、前年度実績を上回ったのは、民間非居住用のみであった。
公共工事は、近年の工事費が、民間工事の下落幅よりも大きく（表2）、一般競争入札制度に基づく受注では、価格と品質を重視する総合評価方式が平成16年に導入され、入札予定価格を下回る受注が恒常化している。
民間設備投資は、電機メーカーの臨海地域の工場建設などで一部に明るい兆しがみられるものの、先行き不透明感から全体的に低調である。また、グローバル化の影響で、今後、国内投資が期待しにくい状況も予測される。
住宅着工は、改正建築基準法（平成19年6月施行）に基づく建築確認・検査の厳格化、世界金融危機の影響により、19年度以降減少傾向が続いていたが、地価の下落や住宅取得支援策（住宅ローンや贈与税の優遇策、長期優良住宅制度、住宅版エコポイントなど）による下支え効果により、持家や分譲一戸建てが増加している。しかし、雇用や所得の環境が依然厳しいため、国内市場の大幅な伸びは期待しにくい状況である。
このように、業界の動向を好転し得る材料は少なく、さらに、市場の成熟化、高齢社会の進展、産業構造の転換など構造的な要因を考慮すると、中長期的に受注及び業績が回復する目途はたっていない。
経営改善と新たな需要の創出が課題
業界の経営環境が極めて厳しく、事業者は、受注件数を増やす努力に加えて、建築物の付加価値を高め、新たな需要を創出することが課題である。しかし、事業者の多くは民間工事と公共工事のいずれかに特化している場合が多く、受注先を柔軟に変更し、ニーズに迅速に対応することは難しい。このため、国土交通省は、全国の地方整備局や業界団体などに「建設業総合相談受付窓口」を設置するほか、建築事業だけでは経営改善が図れないケースも想定されることから、新分野・新市場への進出による経営の多角化や転業の取組を推奨する施策を推進している。例えば、上記の窓口における建設業経営支援アドバイザーの派遣や、「建設企業の新たな挑戦：展開事例・支援施策集2010」の作成・普及などで、多角化を支援している。
また、人材面では総合工事業の従業者の余剰感が高まる一方、総合工事業を支える職別工事業や設備工事業などの専門工事業では人材の不足感がみられる。これは、賃金等の雇用条件が厳しく就業希望者が少ないためで、建設業全体でみた場合、人材の偏在という構造的な問題がみられる。職人技術の低下は建築技術全般の低下につながるため、新たな工法や素材の開発の必要性が高まっている。
経営努力と業界活性化の主な取組

これらの課題を受け、各社は、下記のように新市場の開拓と人材の育成に取り組んでいる。
第一は、改修や改築工事の開拓である。これは内装などの軽微な工事にとどまらず、大規模な建築物の免震・耐震、空調や昇降機の取り替えや補修、外壁の改修などの大規模なリニューアル工事が含まれ、新築工事以上の需要の伸びが期待されている。業界でも、社団法人大阪建設業協会が「建築リニューアル技術マニュアル」を作成し、関連技術の普及に取り組んでいる。

第二は、建築物の付加価値を高める取組みである。有望視されるのは、太陽光、燃料電池、蓄電池など新エネルギー分野で環境に配慮した建築物である。その需要は、今後、改正省エネルギー法の施行、住宅版エコポイント、太陽光発電システムの設置に対する補助金などの住宅取得支援策による下支え効果により一層高まることが期待されている。このほか、放熱効果の高い屋根材や熱伝導性の高い床材などの開発に取り組む企業もある。これらの取組みは、環境施策と関連が深いことから、各種規制や補助金施策の動向によって市場規模が変化することも予測される。
第三は、異分野・異業種への参入・転換である。例えば、福祉・介護施設の建設に加えて、福祉・介護サービスそのものの提供に進出する企業がみられる。
今後の見通し

業界各社は、受注及び価格競争が激化することが予想されるなか、明確な将来展望を描き、具体的な経営戦略に取り組むことが難しい状況にある。一方で、住宅取得支援策の下支え効果が現れ始めたほか、改修や改築に対する需要の開発、環境や医療・福祉などの成長分野と建築の連携を通じた新たな市場の開拓などの動きが進むことによって、業況の自立的回復の動きが強まることが期待される。現状は、設備のリース対応への変更や従業者の雇用調整などによる経費削減などが中心であるが、今後、新分野・新市場の開拓に積極的に取り組むことが求められる。そのためには、他業界との一層の連携が必要になるとみられる。
（天野　敏昭）
表１　建築一式工事業の事業所数、従業者数

（単位：事業所、人）
	
	大阪府
	全国

	
	事業所数
	従業者数
	事業所数
	従業者数

	平成
	3年
	8,901
	127,090
	152,894
	1,573,567

	
	8年
	9,712
	130,711
	168,177
	1,705,961

	
	13年
	8,500
	95,962
	154,660
	1,353,789

	
	18年
	7,480
	77,836
	144,217
	1,145,284

	(一般土木建築工事業)
	(1,190)
	(25,495)
	(19,518)
	(367,285)

	(建築工事業)
	(2,712)
	(33,405)
	(30,908)
	(334,752)

	(木造建築工事業)
	(2,638)
	(13,637)
	(83,676)
	(389,136)

	(建築リフォーム工事業)
	(940)
	(5,299)
	(10,215)
	(56,111)


資料：総務省『事業所・企業統計調査報告』（事業所数、従業者数）。
注１：データは、一般土木建築工事業、建築工事業（木造建築工事業を除く）、木造建築工事業、建築リフォーム工事業の合計。ただし、平成3年及び8年の建築リフォーム工事業は、建築工事業と木造建築工事業に含まれている。

注２：平成18年のみ、上記の小分類のデータを併記した。

表２　大阪府における建築工事費の推移（出来高ベース）
（単位：百万円）

	
	民間
	公共
	合計

	
	居住用
	非居住用
	居住用
	非居住用
	

	平成
	3年度
	1,477,744
	1,930,367
	98,611
	267,548
	3,774,269

	
	8年度
	1,817,687
	738,482
	88,853
	264,361
	2,909,382

	
	13年度
	1,309,782
	524,425
	82,326
	117,016
	2,033,550

	
	18年度

19年度
	1,308,969
1,164,389
	529,752
667,028
	61,824
53,489
	62,358
65,782
	1,962,903
1,950,688

	
	20年度
	1,105,086
	813,011
	41,676
	43,417
	2,003,191


資料：国土交通省『建設総合統計（年度報）』。
注１：非居住用は、①鉱業、建設業、製造業用、②商業、サービス業、③その他の合計である。
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